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平成 29 年度予算

　

平
成
29
年
度
一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
公
営
企
業
会
計
の
概

要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

平
成
29
年
度
予
算
は
、
総
額
で
約
1
3
1
5
億
7
千
万
円
の

予
算
規
模
と
な
り
、
前
年
度
よ
り
約
17
億
2
千
万
円
減
の
予
算

編
成
と
な
り
ま
し
た
。

　
財
政
課
財
政
担
当

　


５
０
２
９

平
成
29
年
度
予
算
の
あ
ら
ま
し

復
興
か
ら

新
た
な
大
崎
の
創
生
へ

【一般会計の歳出】 【一般会計の歳入】

　

平
成
29
年
度
は
、
市
の
新
た
な

10
年
の
将
来
計
画
で
あ
る
「
第
二

次
総
合
計
画
」
を
ま
ち
づ
く
り
の

指
針
と
し
、「
宝
の
都
（
く
に
）・
大

崎
」
の
実
現
に
向
け
た
取
り
組
み

を
加
速
さ
せ
る
年
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
震
災
か
ら
の
復
興
事
業

の
仕
上
げ
の
年
度
で
も
あ
る
こ
と

か
ら
、
地
域
の
活
力
や
価
値
の
再

生
、
発
展
を
力
強
く
推
進
す
る
予

算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

一
般
会
計
の
歳
入
（
図

）

　

最
も
高
い
割
合
を
占
め
て
い
る

地
方
交
付
税
は
、
歳
入
全
体
の
27
・

1
％
で
約
1
7
2
億
5
千
万
円

と
な
り
、
合
併
加
算
分
の
減
額
の

影
響
に
よ
っ
て
、
前
年
度
よ
り
約

1
億
4
千
万
円
の
減
と
な
り
ま
し

た
。

　

市
税
は
、
歳
入
全
体
の
24
・
9
％

で
約
1
5
8
億
1
千
万
円
と
な

り
、
前
年
度
よ
り
約
3
億
5
千
万

円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
個
人
市

民
税
・
固
定
資
産
税
な
ど
の
増
収

を
見
込
ん
だ
こ
と
に
よ
る
も
の
で

す
。

　

市
債
は
、
約
86
億
1
千
万
円
と

な
り
、
歳
入
全
体
の
13
・
5
％
の
割

合
と
な
り
ま
し
た
。
市
道
や
排
水

路
の
改
良
整
備
事
業
を
拡
充
さ
せ

た
一
方
、
本
年
度
か
ら
本
格
運
用

と
な
る
デ
ジ
タ
ル
防
災
行
政
無
線

の
ほ
か
、
新
図
書
館
や
そ
の
周
辺

道
路
整
備
、
旧
市
民
病
院
の
解
体

事
業
と
い
っ
た
建
設
事
業
へ
の
借

入
金
が
大
幅
に
減
少
し
た
た
め
、

前
年
度
よ
り
約
11
億
2
千
万
円
の

減
と
な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
、
国
庫
支
出
金
、
県
支
出

金
や
各
種
基
金
か
ら
事
業
予
算
の

財
源
と
し
て
充
て
ら
れ
る
繰
入
金

な
ど
を
見
込
ん
だ
予
算
と
な
り
ま

し
た
。

一
般
会
計
の
歳
出

（
目
的
別
・
図

）

　

歳
出
は
、
総
合
計
画
の
重
点
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
位
置
付
け
て

い
る
事
業
や
地
方
創
生
推
進
事
業

な
ど
の
重
要
施
策
に
、
優
先
的
か

つ
積
極
的
に
取
り
組
む
た
め
の
予

算
を
計
上
し
ま
し
た
。
市
民
の
安

全
安
心
の
確
保
や
「
第
二
次
産
業

振
興
計
画
」
に
基
づ
く
次
世
代
に

つ
な
ぐ
産
業
の
創
造
な
ど
、
各
分

野
に
重
点
項
目
を
掲
げ
、
事
業
を

実
施
し
て
い
き
ま
す
。

　

目
的
別
に
見
る
と
、
民
生
費
が

約
1
9
0
億
8
千
万
円
と
な
り
、

歳
出
全
体
の
30
％
を
占
め
て
い
ま

す
。
こ
れ
は
、
子
育
て
支
援
な
ど
扶

助
費
の
増
加
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

続
い
て
、
土
木
費
が
約
98
億

3
千
万
円
で
、
15
・
5
%
の
割
合
と

な
り
ま
し
た
。

一
般
会
計
の
歳
出

（
性
質
別
・
図

）

　

歳
出
を
性
質
別
に
見
る
と
、
義

務
的
経
費
が
約
2
7
5
億
8
千
万

円
と
な
り
ま
し
た
。
内
訳
は
、
扶
助

費
が
約
1
1
5
億
8
千
万
円
、
公

債
費
が
約
80
億
2
千
万
円
、
人
件

費
が
約
79
億
9
千
万
円
と
な
り
、

合
計
で
前
年
度
よ
り
約
5
億
円
の

増
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
投
資
的
経
費
の
普
通
建

設
事
業
費
は
、
市
役
所
や
千
手
寺

町
周
辺
の
市
街
地
整
備
事
業
な
ど

都
市
機
能
の
充
実
を
図
る
た
め
の

事
業
費
を
中
心
に
計
上
し
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
三
本
木
庁
舎
の
改

修
や
鹿
島
台
鈴
掛
・
上
鳴
子
の
市

営
住
宅
整
備
、
学
校
統
合
に
伴
う

岩
出
山
小
学
校
周
辺
整
備
費
な

ど
、
約
93
億
7
千
万
円
の
予
算
計

上
を
行
い
ま
し
た
。

■一般会計

　市が提供する行政サービスの基本

的な経理を行う会計です。

■地方交付税

　地方公共団体が等しく一定の水準

を維持することができるように、国

が交付する税です。所得税、法人税、

酒税、消費税、地方法人税のそれぞれ

一定割合の額が交付されます。

■人件費

　職員に支払われる給与や、委員報

酬、共済組合負担金などの経費です。

■扶助費

　児童福祉法、生活保護法などに基

づく保護費や手当などの経費です。

■公債費

　市債の元金・利子など借入金の償

還に充てられる経費です。

■義務的経費

　人件費・扶助費・公債費の合計額

です。支出が義務づけられており、容

易には削減できない経費です。
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表②  公営企業会計の収入と支出

区分
水道事業会計 病院事業会計

項目 当初予算額 構成比 項目 当初予算額 構成比

収
益
的
収
支

収入

営業収益
営業外収益
特別利益

36 億 7745 万円

2 億 8440 万円

0 万円

92.8％
7.2％
0.0％

医業収益
医業外収益
特別利益

200 億 9710 万円

30 億 5976 万円

1 億 243 万円

86.4％
13.2％
0.4％

水道事業収益 39 億 6185 万円 100.0％ 病院事業収益 232 億 5929 万円 100.0％

支出

営業費用
営業外費用
特別損失
予備費

35 億 9579 万円

2 億 3736 万円

270 万円

2000 万円

93.3％
6.2％
0.0％
0.5％

医業費用
医業外費用
特別損失
予備費

225 億 2615 万円

4 億 44 万円

974 万円

1000 万円

98.2％
1 .8％

0.0％
0.0％

水道事業費用 38 億 5585 万円 100.0％ 病院事業費用 229 億 4633 万円 100.0％

資
本
的
収
支

収入

企業債
負担金
他会計負担金
固定資産売却代金
その他資本的収入

7 億 850 万円

7225 万円

4844 万円

0 万円

4995 万円

80.6％
8.2％
5.5％
0.0％
5.7％

企業債
負担金交付金
他会計補助金
長期貸付金返還金
固定資産売却代金

3 億 8090 万円

6 億 694 万円

80 万円

0 万円

0 万円

38.5％
61.4％
0.1％
0.0％
0.0％

資本的収入 8 億 7914 万円 100.0％ 資本的収入 9 億 8864 万円 100.0％

支出

建設改良費

企業債償還金

予備費

10 億 7270 万円

5 億 2258 万円

1000 万円

66.8％

32.6％

0.6％

建設改良費
企業債償還金
投資
予備費

5 億 143 万円

13 億 510 万円

2520 万円

1000 万円

27.2％
70.9％
1.4％
0.5％

資本的支出 16 億 528 万円 100.0％ 資本的支出 18 億 4173 万円 100.0％

円
と
な
り
ま
し
た
。

公
営
企
業
会
計
の
収
入
と
支

出
（
表
②
）

　

企
業
会
計
で
行
う
病
院
事
業
と

水
道
事
業
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
か

ら
い
た
だ
い
て
い
る
診
療
代
金
や

水
道
料
金
を
主
な
財
源
と
し
て
運

営
し
て
い
ま
す
。
ど
ち
ら
も
、
市
民

生
活
に
欠
か
す
こ
と
の
で
き
な
い

事
業
で
す
。

　

企
業
会
計
は
、「
収
益
的
収
支
」

と
「
資
本
的
収
支
」
の
二
つ
に
分
か

れ
て
お
り
、「
収
益
的
収
支
」
は
、
日

常
の
経
営
に
要
す
る
収
支
、「
資
本

的
収
支
」
は
、
施
設
の
建
設
や
改
良

な
ど
に
要
す
る
収
支
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

な
お
、
各
表
の
資
本
的
収
支
に

お
け
る
収
入
額
が
支
出
額
に
対

し
不
足
す
る
額
は
、
過
去
に
収
益

的
収
支
で
蓄
え
ら
れ
て
い
る
資
金

（
過
年
度
損
益
勘
定
留
保
資
金
）

な
ど
で
補
て
ん
さ
れ
ま
す
。

※
各
表
の
数
値
は
表
示
単
位
で
端

　

数
調
整
を
行
っ
て
い
ま
す
。

特
別
会
計
・
公
営
企
業
会
計

（
表
①
）

　

市
で
は
11
の
特
別
会
計
を
設
置

し
て
い
ま
す
。
岩
出
山
簡
易
水
道

事
業
特
別
会
計
は
平
成
28
年
度
で

廃
止
し
、
本
年
度
、
新
た
に
工
業
団

地
造
成
事
業
特
別
会
計
を
設
置
し

ま
し
た
。

　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
が
約

1
6
0
億
8
千
万
円
、
介
護
保
険

特
別
会
計
が
約
1
2
7
億
7
千
万

円
な
ど
、
特
別
会
計
の
合
計
額
は

約
3
7
7
億
3
千
万
円
で
、
市
の

予
算
総
額
の
28
・
7
％
の
割
合
と

な
り
ま
し
た
。

　

公
営
企
業
会
計
は
、
病
院
事
業

会
計
が
約
2
4
7
億
9
千
万
円
、

水
道
事
業
会
計
が
約
54
億
6
千
万

■特別会計

　法律で義務付けられている

事業や一般会計と区分して経

理を行う必要がある事業につ

いて設置する会計です。

■公営企業会計

　水道事業や病院事業のよう

に事業収益を持ち、複式簿記

で経営する会計です。

表①　会計別予算の内訳

会計区分 当初予算額 構成比

一般会計 　635 億 9000 万円 48.3%

特別会計 　377 億 3168 万円 28.7%

国民健康保険

介護保険

下水道事業

後期高齢者医療

農業集落排水事業

浄化槽事業

工業団地造成事業

夜間急患センター事業

市有林事業

奨学資金貸与事業

宅地造成事業

160 億 8344 万円

127 億 7336 万円

53 億 3155 万円

13 億 1481 万円

10 億 3561 万円

5 億 5655 万円

4 億 2716 万円

1 億 2502 万円

4977 万円

2881 万円

560 万円

12.2％

9.7％

4.1％

1.0％

0.8％

0.4％

0.3％

0.1％

0.1％

0.0％

0.0％

公営企業会計 　302 億 4919 万円 23.0%

病院事業

水道事業

247 億 8806 万円

54 億 6113 万円

18.8％

4.2％

合計 1315 億 7087 万円 100.0%
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